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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第45期
第３四半期
連結累計期間

第46期
第３四半期
連結累計期間

第45期

会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日

自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

売上高 （千円） 2,304,827 2,366,577 3,242,678

経常利益 （千円） 60,382 73,377 134,057

当期純利益又は四半期純損失

（△）
（千円） △29,578 △181,377 96,174

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △59,405 △167,814 93,955

純資産額 （千円） 1,689,475 1,681,189 1,842,790

総資産額 （千円） 3,431,121 3,414,211 3,637,758

１株当たり当期純利益又は四半期

純損失（△）
（円） △5.82 △35.69 18.93

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 49.0 48.8 50.4

　

回次
第45期
第３四半期
連結会計期間

第46期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日

自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日

１株当たり四半期純損失金額

（△）
（円） △8.61 △40.39

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」について変更はなく、重要事象等も発生しておりません。なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結累

計期間末日現在において当社グループが判断したものであります。

　

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、昨年１１月の衆議院の解散発言に端を発し１２月の政権交代に

よる景気回復への期待感から第３四半期会計期間の後半は株価の上昇や円安への動きがみられましたが、全般とし

ては継続的な円高・株安、欧州の債務問題の長期化、中国や他の新興国の経済成長率の低下など依然として先行き不

透明な状況が続いております。

　当情報サービス業界においては、企業のＩＴ投資に対する慎重姿勢は一部で続いているものの全般的には緩やかな

改善傾向が見られました。また、クラウドサービスの利用拡大、スマートフォンの普及などが進み新しい分野のビジ

ネス市場が拡大しつつあります。

　このような状況下で当社グループは、事業の柱であるソフトウエア開発やコンピュータ関連サービス事業を中心

に、また、クラウドサービス等のサービス形態の変化にも対応しつつグループ企業間の連携及び提案営業の強化に取

り組んでまいりました。

　その結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は、ソフトウエア開発（関連業務含む）とコンピュータ関連

サービス事業を中心に全体で前年同期比２.７％の伸び率となり、売上高２３億６６百万円と前年同期（２３億４百

万円）に比べ増収となりました。

　また、営業損益および経常損益は、収益性の安定している役務提供型を中心とした増収による増益効果とＳＥ稼働

率の改善などにより前年同期に比べ、営業利益６０百万円（前年同期は、４９百万円）および経常利益７３百万円

（前年同期は、６０百万円）となりそれぞれ増益となりました。 

　四半期純損益につきましては、投資有価証券評価損１４百万円の計上および一部の子会社が所有する遊休資産（土

地）について減損処理を実施し、減損損失２億９百万円などを計上したことにより四半期純損失

1億８１百万円（前年同期は、四半期純損失２９百万円）となりました。　

　なお、前年同期の四半期純損益は、法人税法改正等に伴う繰延税金資産の取崩しにより、税金費用（法人税等調整額

５８百万円）が増加したことにより四半期純損失を計上したものであります。　

  

　なお、部門別の売上高は次のとおりであります 

部門（業務内容）の名称

前第３四半期連結累計期間
平成23年４月 1日から
平成23年12月31日まで

当第３四半期連結累計期間
平成24年４月 1日から
平成24年12月31日まで

対前年同期
増減率（％）

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％）

ソフトウエア開発及び関連業務 1,385,574 60.1 1,388,996 58.7 0.2

コンピュータ関連サービス 828,645 36.0 887,122 37.5 7.1

データエントリー 68,868 3.0 55,020 2.3 △20.1

その他 21,739 0.9 35,438 1.5 63.0

合計 2,304,827100.0 2,366,577100.0 2.7

  

　

　

　（2）財政状態の分析

（資産の変動について）

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は３４億１４百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億２３百万円の減少
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となりました。流動資産は１２億１１百万円となり、３０百万円減少いたしました。主な要因は、仕掛品（たな卸資

産）が１億２３百万円増加いたしましたが、受取手形及び売掛金が１億６２百万円と短期貸付金が６５百万円減少

したことによるものであります。

　固定資産は２２億２百万円となり、１億９３百万円減少いたしました。有形固定資産は１４億１１百万円となり、２

億２６百万円減少いたしました。主な要因は、土地が２億９百万円減少したことによるものであります。

 無形固定資産は１億５９百万円となり、３４百万円減少いたしました。投資その他の資産は６億３１百万円となり、

６７百万円増加いたしました。主な要因は、長期貸付金が４８百万円増加したことによるものであります。　

（負債の変動について）

　当第３四半期連結会計期間末の負債は１７億３３百万円となり、前連結会計年度末に比べ６１百万円の減少となり

ました。流動負債は９億１百万円となり、６百万円減少いたしました。主な要因は、未払金が２７百万円と未払費用が

２６百万円増加いたしましたが、支払手形及び買掛金が４０百万円、短期借入金が２９百万円及び賞与引当金が２７

百万円減少したことによるものであります。

　固定負債は８億３１百万円となり、５５百万円減少いたしました。主な要因は、長期借入金が４９百万円減少したこ

とによるものであります。

（純資産について）

 当第３四半期連結会計期間末の純資産は１６億８１百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億６１百万円の減少

となりました。主な要因は、当四半期純損失１億８１百万円の計上によるものであります。

 この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の５０.４％から４８.８％となりました。

　　

　

(3）キャッシュ・フローの状況

　　 第１四半期及び第３四半期は四半期連結キャッシュ・フロー計算書を記載しておりません。

　

(4）研究開発活動

　　 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成25年2月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式    5,115,492    5,115,492

大阪証券取引所

JASDAQ

（スタンダード）

単元株式数は1,000株

であります。

計 5,115,492    5,115,492 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成24年10月１日～平成

24年12月31日
－ 5,115 － 1,612 － 48

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） －     － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　      33,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　   5,059,000    5,059 －

単元未満株式 普通株式　      23,492 － －

発行済株式総数 普通株式     5,115,492 － －

総株主の議決権 －     5,059 －

（注）１　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

２　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が18,000株（議決権18個）

含まれております。

　

②【自己株式等】

　 平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）KYCOM

ホールディングス株式会社

福井県福井市月見五丁目４

番４号
   33,000 －     33,000 0.64

計 －    33,000 －     33,000    0.64

（注）　株主名義上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が21,000株（議決権21個）あります。

なお、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含めております。

　

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　なお、従来から当社が監査証明を受けている永昌監査法人は、平成24年７月１日に太陽ＡＳＧ有限責任監査法人と

合併し、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人と名称を変更しております。　
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 528,230 548,279

受取手形及び売掛金 477,157 314,711

有価証券 － 32,660

商品 13,347 11,345

原材料 688 540

仕掛品 50,723 173,773

貯蔵品 165 900

短期貸付金 66,735 951

繰延税金資産 30,675 30,675

その他 74,920 97,962

貸倒引当金 △1,144 △334

流動資産合計 1,241,500 1,211,465

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 467,400 451,306

機械装置及び運搬具（純額） 1,284 1,112

工具、器具及び備品（純額） 36,193 35,370

土地 1,131,710 922,011

建設仮勘定 1,500 1,500

有形固定資産合計 1,638,089 1,411,301

無形固定資産 193,658 159,622

投資その他の資産

投資有価証券 217,063 230,461

長期貸付金 114,315 162,990

繰延税金資産 158,695 151,171

その他 98,885 113,841

貸倒引当金 △24,673 △26,823

投資その他の資産合計 564,286 631,641

固定資産合計 2,396,034 2,202,565

繰延資産 223 181

資産合計 3,637,758 3,414,211
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 69,277 28,785

短期借入金 430,980 401,247

未払金 3,208 30,308

未払費用 233,546 259,922

未払法人税等 13,688 25,109

賞与引当金 53,722 26,619

その他 102,969 129,259

流動負債合計 907,394 901,253

固定負債

長期借入金 761,978 712,615

長期未払金 28,351 24,437

退職給付引当金 94,757 92,421

その他 2,487 2,294

固定負債合計 887,573 831,769

負債合計 1,794,968 1,733,022

純資産の部

株主資本

資本金 1,612,507 1,612,507

資本剰余金 48,480 48,480

利益剰余金 167,002 △14,374

自己株式 △8,951 △8,951

株主資本合計 1,819,038 1,637,661

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 14,541 27,463

為替換算調整勘定 △731 990

その他の包括利益累計額合計 13,810 28,454

少数株主持分 9,941 15,073

純資産合計 1,842,790 1,681,189

負債純資産合計 3,637,758 3,414,211
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(2)【四半期連結損益及び包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 2,304,827 2,366,577

売上原価 1,890,491 1,896,669

売上総利益 414,335 469,907

販売費及び一般管理費 364,693 409,023

営業利益 49,642 60,884

営業外収益

受取利息 151 113

受取配当金 3,249 5,036

賃貸料収入 13,229 13,628

有価証券運用益 － 7,226

その他 ※1
 38,675

※1
 20,086

営業外収益合計 55,305 46,090

営業外費用

支払利息 14,000 13,187

減価償却費 10,295 10,492

有価証券運用損 7,600 －

その他 ※2
 12,670

※2
 9,917

営業外費用合計 44,566 33,597

経常利益 60,382 73,377

特別利益

投資有価証券売却益 607 3,787

特別利益合計 607 3,787

特別損失

投資有価証券償還損 － 5,933

投資有価証券評価損 － 14,438

減損損失 ※3
 －

※3
 209,698

固定資産除却損 58 255

特別損失合計 58 230,326

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

60,930 △153,161

法人税、住民税及び事業税 31,127 29,295

法人税等調整額 58,457 －

法人税等合計 89,585 29,295

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △28,654 △182,457

少数株主利益又は少数株主損失（△） 924 △1,080

四半期純損失（△） △29,578 △181,377

少数株主利益又は少数株主損失（△） 924 △1,080

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △28,654 △182,457

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △30,594 12,922

為替換算調整勘定 △157 1,721

その他の包括利益合計 △30,751 14,643

四半期包括利益 △59,405 △167,814

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △59,405 △167,814

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）

　該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む当連結会計年度の税引前当期純利益

に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実

効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

　　　 

前第３四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日）

　 　

※1　営業外収益「その他」には、雇用調整助成金収入　

35,547千円が含まれております。　

※1　営業外収益「その他」には、雇用調整助成金収入

12,052千円が含まれております。

　 　

※2　営業外費用「その他」には、為替差損5,663千円が含ま

れております。

※2　営業外費用「その他」には、為替差損552千円が含まれ

ております。

　 　

※3　　　            ─　　　　 ※3　減損損失

　　 当第３四半期累計期間において、当社は以下の資

　　 産グループについて減損損失を計上しました。　

　

　   場  所 　   用  途 　  種  類

  富山県富山市 　 遊休資産 　  土  地

    当社は、原則として所有資産について各所有会社

　単位の事業を基準としてグル－ピングを行っており

　遊休資産については個別資産ごとにグル－ピングを

　行っております。　

　　当第３四半期において、事業の用に供していない

　遊休資産のうち、時価が下落した資産グル－プの帳

　簿価格を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

　損損失（209,698千円）として特別損失に計上いた

　しました。

　　なお、当該資産グル－プの回収可能価額は正味売却

　価額により測定しており、固定資産税評価額をもと

　に評価しております。　

　

EDINET提出書類

ＫＹＣＯＭホールディングス株式会社(E04858)

四半期報告書

12/17



（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

　なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産を含む）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日）

減価償却費 63,962千円 65,847千円

のれん償却費 1,102千円 1,102千円

　

（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

　当社の情報処理事業の売上高及び営業損益の全セグメントに占める割合がいずれも90％超であり概ね単一

セグメントとなること、最高経営意思決定機関への報告も単一セグメントとしてなされていること等により

開示を省略いたします。

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

　当社の情報処理事業の売上高及び営業損益の全セグメントに占める割合がいずれも90％超であり概ね単一

セグメントとなること、最高経営意思決定機関への報告も単一セグメントとしてなされていること等により

開示を省略いたします。
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（金融商品関係）

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認めら

れないため、記載をしておりません。

　

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認めら

れないため、記載をしておりません。

　

（デリバティブ取引関係）

　当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

前第３四半期連結会計期間（自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31日）

　該当事項はありません。

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）

　該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

        １株当たり四半期純損失金額（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。　

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △5円82銭 △35円69銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純損失金額（△）（千円） △29,578 △181,377

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 該当事項はありません。 該当事項はありません。

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千円） △29,578 △181,377

普通株式の期中平均株式数（株） 5,081,932 5,081,732

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

連結子会社との吸収合併

当社は、平成25年1月22日開催の取締役会において、平成25年4月1日を効力発生日として、当社100％出資の連結

子会社であるボックシステム株式会社および株式会社東北共栄システムズ、ならびに有限会社湘南共栄システ

ムズの３社を当社に吸収合併することを決議いたしました。

１．合併の目的

　当社は、上記３社の経営資源を有効活用するべく当社グループ会社を再編し、より効率的な営業活動

　を図るため、３社を吸収合併することといたしました。

２．合併の要旨

　①合併の日程

　　　合併契約締結　：　平成25年2月1日　

　　　合併期日（効力発生日）：　平成25年4月1日

　　　（注）本合併は、会社法第796条第3項に基づく簡易合併および会社法第784条第1項に基づく略式

　　　　　　合併であるため、当社および上記３社は合併契約承認の株主総会を開催いたしません。

　

　②合併の方式

　　当社を存続会社とし、上記３社を消滅会社とする吸収合併方式とします。

　③合併に係る割当ての内容

　　当社の全額出資子会社との合併であるため、本合併に際して新株式の発行および合併交付金の支払

　　いは行いません。
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　④消滅会社の新株予約権および新株予約権付社債の取扱い

　　消滅会社３社には、新株予約権および新株予約権付社債の発行はありません。

３．被合併会社の概要（平成24年3月31日現在）

　①ボックシステム株式会社

　　代表者氏名　：　代表取締役社長　小林 勇雄

　　本店所在地　：　東京都三鷹市下連雀三丁目33番8号

　　資本金の額　：　80百万円

　　純資産の額　：　145百万円

　　総資産の額　：　205百万円

　　事業内容　　：　コンピュータソフトウェアの研究、開発、販売。コンピュータによる情報処理。

　　　　　　　　　　コンピュータ技術者の派遣

　②株式会社東北共栄システムズ

　　代表者氏名　：　代表取締役社長　小林 勇雄

　　本店所在地　：　仙台市青葉区北根一丁目2番地1

　　資本金の額　：　10百万円

　　純資産の額　：　25百万円

　　総資産の額　：　29百万円

　　事業内容　　：　コンピュータソフトウェアの研究、開発、販売。コンピュータによる情報処理。

　　　　　　　　　　コンピュータ技術者の派遣

　　③有限会社湘南共栄システムズ

　　代表者氏名　：　代表取締役社長　神山 昌三

　　本店所在地　：　神奈川県藤沢市白旗一丁目13番6号

　　資本金の額　：　3百万円

　　純資産の額　：　30百万円

　　総資産の額　：　37百万円

　　事業内容　　：　コンピュータソフトウェアの研究、開発、販売。コンピュータによる情報処理。

　　　　　　　　　　コンピュータ技術者の派遣

４．合併後の状況

　　本合併による当社の商号、事業内容、本店所在地、代表者、資本金、決算期のいずれも変更はあり

　　ません。　

５．会計処理の概要

　　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）および「企業結合会計

　　基準および事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月

　　26日）に基づき共通支配下の取引の会計処理を適用する見込みです。　

　

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

平成25年2月12日

KYCOMホールディングス株式会社

取締役会　御中
 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 前　川　慎　一　　印

 

 
指定有限責任
社員　
業務執行社員

 公認会計士 大　和　田　淳　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているKYCOMホールディン

グス株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成24年10月1

日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日まで)に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、KYCOMホールディングス株式会社及び連結子会社の平成24年12月31日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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